
社会人博士後期課程院生を対象とした

SDGsの達成を目指す社会と大学による

「知の共創プログラム」について

名古屋⼤学・⼤学院環境学研究科・⼤学院説明会（2026年5⽉9⽇）
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１．趣旨説明

２．特色①－複数教員の集団指導による問題解決型研究

３．特色②－社会人の状況に合わせた柔軟な履修モデル

４．特色③－社会と大学の協働のための研究費の支給

５．入試のスケジュール



現実の問題とどう
向き合い、解決す

るか

「知の共創プログラム」って何？
なぜ今こんなことを始めるの？

SDGsに代表され
るような解決す
べき問題がたく
さんある。 ⼤学は誰のもの？

⼤学・学問をみん
なのものに！

SDGsなどの社会の喫緊の課題に対応するには、社会と⼤学が
互いに対等な⽴場で「超学際的＊」に協働することが必要！
＊職業研究者（⼤学教員等）と⼀般の⽅々（社会⼈）が具体的な問題解決のために
対等の⽴場で協⼒して⾏う研究を，「超学際研究」と⾔います。 2



知の共創プログラムの趣旨
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・名古屋⼤学環境学研究科の博⼠後期課程を受験する社会⼈（注）の中
からあらかじめ希望者を募り、当該院⽣と本研究科の複数教員（複数専
攻または複数講座に属する教員）が協⼒して、さまざまな環境問題の解
決に資する教育研究を⾏うプログラムです。

SDGsの達成などに向けて社会と⼤学が互いに対等な⽴場で「超学際的
*」に協働する，これからの開かれた⼤学のあり⽅を⽬指す取り組みの⼀
環であり、企業・⾃治体・NPOなどの社会のさまざまな場で，広い意味で
の環境問題に直⾯しておられる社会⼈の皆さんの博⼠後期課程院⽣とし
ての参加を期待しています．

注）本研究科の⼊学試験における「社会⼈」の定義は，「2 年以上の社会⼈（家
事・家業従事者，退職者等を含む）経験を有する者」です．



知の共創プログラムの概要
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・定員は毎年、若⼲名（6名程度）です。

・博⼠（環境学）の取得を基本としますが、超学際的な研究であることが
認められれば研究科内の他分野の博⼠号の取得も可能です。

・専⾨の異なる複数の教員で指導する集団指導体制を組織します

・本⼈の申請にもとづき、授業料相当額の研究費を供与します。定員を超
える希望者がいる場合は減額されます。

・仕事の都合に合わせて，短縮修了制度（修⼠課程を修了していれば最短
1年間で博⼠号が取得可能）や⻑期履修制度（最⻑6年間の課程を3年間と
同じ授業料で履修可能）が活⽤できます．



SDGsなどの社会のニーズに合った超学際的共同研究
の推進のための研究者集団が⾃律的に形成される
★⼤学院の課程が終わった後も永続的な
社会と⼤学の間の協⼒体制の基盤に！

関係する多分野（環境学研究科全体から）
の教員による集団指導体制

特色①－複数教員の集団指導による問題解決型教育

社会⼈博⼠後期
院⽣

社会の様々な場⾯
で⾃らが直⾯する
環境問題を⼤学院
での研究テーマに

⾏政・企業・ＮＰＯなど
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問題解決を⽬指し
て、主指導教員が
中⼼に多分野の教
員が研究を⽀える



特色②－社会人の状況に合わせた柔軟な履修モデル
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特⾊③−社会と⼤学の協働のための研究費の⽀給

★仕事のペース・都合に合わせて、
・短縮修了制度（修⼠既卒なら最短1年間で博⼠号が取得可）
・⻑期履修制度（最⻑6年の課程を3年分の授業料で履修可）
が活⽤できます。
★オンラインでの研究指導・議論の効果的活⽤により、遠⽅
からの修学を可能にします。もちろん、ネットを介して遠⽅
からでも、⼤学のリソースを⼗分に活⽤できます。
★通常のセミナーに加えて、プログラム内外の教員・院⽣と
の交流促進のため、「知の共創プログラムセミナー」「同コ
ロキウム」を⾏います。

★「社会と⼤学の対等な協働」を進めるために、本⼈の申請
にもとづき、「授業料相当額の研究費」を本プログラムの社
会⼈院⽣に優先的に供与します（定員を超える合格者がいる
場合は、減額されます）。



在学生の研究テーマ（例）
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• 水田の変遷からみた人と自然の関係史
• バイオマス資源を活用した地域内循環デザイン
• 住民の自治活動を支える地域コミュニティの場の形成
• 地域における太陽光発電ゾーニング検討のための可視化ツールとワークショップ手法
• ローカルレベルでの循環経済移行における地域金融の機能
• 日本における食育の展開と企業の役割
• 草木供養塔（草木塔）の建立の変遷
• 企業が生物多様性保全に取り組む上でのインセンティブ
• マルチステークホルダー型の技術開発におけるイノベーションの順応的管理
• 民主的市民科学の基盤としての市民の調査・研究活動
• 移動体オフグリッド構想
• まちの中を移動する自然物や人工物に対する受容・排除の態度決定モデルの構築
• 地球史を活かした自然環境の地域資源マネジメント
• 持続可能なまちづくりに果たす企業・事業者の役割に関する研究
• モード１科学における市民参画の多様性と成立要件
• 宿泊業における労働力のモビリティと需給調整システム
• 地域エネルギー事業体による分散型エネルギーシステム構築と地域経済循環〜持続
可能な地域社会の実現に向けて〜

現在22名在籍。2022年度の本プログラム創設後、既に4名が博士学位を取得
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2026年6⽉12⽇まで （参考：Ⅱ期⼊試では12⽉中旬まで）
環境学研究科の教員（指導教員）を⼀⼈決めて、連絡をとってください。
※指導教員の紹介や⼼当たりなどについての事前相談をご希望する場合は⼤学院係
（env@adm.nagoya-u.ac.jp）に問い合わせください

2026年6⽉末まで ／（参考：Ⅱ期⼊試では12⽉末まで）
  指導教員と共に「複数教員のチーム」を構想し「研究計画書」を作成してください。

2026年7⽉7⽇16時まで ／（参考：Ⅱ期⼊試では2027年1⽉上旬まで）
博⼠後期課程の⼊学願書（「研究計画書」を含む）を提出してください。

2026年7⽉25⽇もしくは26⽇ ／（参考：Ⅱ期⼊試では2027年1⽉下旬）
「知の共創プログラムとの適合性」について、オンラインで、⼀次審査。

2026年8⽉／（参考：Ⅱ期⼊試では2⽉）
学⼒⼀般について、専攻毎の⼆次審査。

2026年10⽉／2027年4⽉（参考：Ⅱ期⼊試では4⽉）
博⼠後期課程に⼊学して研究を開始する。

知の共創プログラムによる⼊学（2026年10⽉秋⼊学/ 2027年4⽉春
⼊学）までのスケジュール（詳しくは⼊試要項で確認ください）

mailto:env@adm.nagoya-u.ac.jp
mailto:env@adm.nagoya-u.ac.jp
mailto:env@adm.nagoya-u.ac.jp


詳しいことは
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・「知の共創プログラム」の詳しい内容や受験の仕⽅
については，名古屋⼤学環境学研究科の教員や⼤学院
係（env@t.mail.nagoya-u.ac.jp）に問い合わせください．

資料を適宜お送りしたり、適切な教員を紹介するなど
して、ご相談に応じます。
・受験前のお試しコースとして短期プログラムもあり
ます。
https://www.env.nagoya-u.ac.jp/recurrent/index.html



詳しいことは

知の共創プログラムウェブページ

https://www.env.nagoya-u.ac.jp/co_creation/index.html
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